令和８年度高血圧対策事業
企画提案仕様書

１　委託業務名
　　令和８年度高血圧対策事業

２　委託業務期間
　契約締結の日から令和９年３月31日まで

３　業務の目的
令和６年の沖縄県（以下「県」という。）の総死亡数は15,458人で、死因の多くを悪性新生物（がん）や心疾患、脳血管疾患等の生活習慣病が占めている。特に働き盛り世代の年齢調整死亡率は男性が全国ワースト２位、女性がワースト３位と高く、脳出血など高血圧関連疾患の死亡率が高い本県においては、血圧管理が重要となっている。
そのため、本事業では、一人でも多くの県民が血圧測定を習慣化し、自己の血圧値を知る取組を行うことで、高血圧関連疾患による死亡者を減少させることを目的とする。

４　契約上限額
　契約の上限額は、16,245,000円以内（消費税及び地方消費税含む）とする。
　
５　業務の内容
　  以下の内容を踏まえた企画提案を行うこと。
⑴　「血圧未測定ゼロ」キャンペーンの実施・運営
ア　企画、運営を行うこと。
イ　啓発チラシ、ポスター等を作成し、関係機関に送付すること 。
ウ　キャンペーンへの応募の仕組みを構築し、特設サイト等の管理運営を行うこと。
エ　賞品の選定、抽選を行い、当選者に賞品（協賛企業からの提供品を含む。）を発送すること。

⑵　血圧測定場所の拡大・周知
ア　既存の施設等に設置されている血圧計の使用ができるよう各事業者・団体等に協力を依頼し、血圧を測定できるスポットの拡充を図ること。
イ　県が保有する血圧計（20台程度）を活用し、アの事業所とは別に、血圧計の設置を希望する施設等を募り、一定期間血圧計を貸し出し、施設等で血圧を測定できる環境を提供すること（必要に応じて本事業の予算で血圧計を追加購入し、県の保有台数を拡充することを含む。）。
ウ　血圧を測定できるスポットをのぼりや特設ページ等を使用し効果的に県民に周知すること。

６　提出成果物
⑴　提出期限
本契約の受託者は、成果物を契約期間内に沖縄県保健医療介護部健康長寿課へ提出すること。
⑵　成果物
実施内容、成果、効果検証等を記載した業務実績報告書を紙媒体（Ａ４判）２部及び電子データ（ＣＤ－ＲＯＭ等）で提出すること。

７　企画提案にあたっての留意点
企画提案にあたっては、以下を留意して作成すること。
⑴　職場等で定期健康診断を受診している層はもちろんのこと、パート・アルバイトや主婦、高齢者等、定期健康診断を受診していない層について積極的にリーチできるアプローチとすること。
⑵　定期的に血圧測定できる環境を整えるため、既に血圧計を保有している事業者・団体等に協力依頼・連携を図るとともに、本事業費において必要な血圧計を購入し、事業実施期間において貸与するなど、血圧測定スポットを拡充するよう努めること。
⑶　参加対象者が血圧測定を習慣化及び高血圧症治療継続できるよう、効果的な働きかけを行うこと。
⑷　協力・連携事業者に対して、うちなー健康経営宣言へ加入を勧めること。
⑸　事業執行にあたっては、県と連携している団体等と協力して取り組むよう努めること。

８　著作権
⑴　本委託業務の実施により取得した著作権等については、沖縄県に帰属するものとし、成果物は著作権上の権利関係を済ませた上で納入すること。
⑵　当該業務として作成した各種コンテンツは、沖縄県のホームページ等での二次利用、また、ポスター、パンフレット、会議資料等への掲載等を行う場合があることから、第三者の有する著作権その他の権利を侵害することがないよう、制作にあたっては必要な許諾を得ること。
⑶　本業務の実施にあたり、第三者の著作権等その他の権利に抵触するものについては、受託者の責任と費用をもって処理すること。

９　業務の再委託についての留意事項
⑴　一括再委託の禁止
契約の全部の履行を一括して第三者に委任し、又は請負わせることができない。また、以下の業務（ 以下「契約の主たる部分」という。） については、その履行を第三者に委任し、又は請負わせることができない。ただし、これにより難い特別な事情があるものとしてあらかじめ県が書面で認める場合は、これと異なる取扱いをすることがある。

上記で定める「契約の主たる部分」とは以下のとおりとする。
ア　契約金額の50 ％を超える業務
イ　企画判断、管理運営、指導監督、確定検査等、統括的かつ根幹的な業務

⑵　再委託の相手方の制限
本契約の公募参加者であった者に契約の履行を委任し、又は請負わせることはできない。また、指名停止措置を受けている者、暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者に契約の履行を委任し、又は請負わせることができない。

⑶　再委託の承認
契約の一部を第三者に委任し、又は請負わせようとするときは、あらかじめ書面により県の承認を得なければならない。ただし、以下に定める「その他、簡易な業務」を第三者に委任し、又は請負わせるときは、この限りではない。

※　その他、簡易な業務
ア　資料の収集・整理
イ　複写・印刷・製本
ウ　原稿・データの入力及び集計
エ　その他、上記以外に容易かつ簡易な業務がある場合は、県と別途協議を行った業務

◇申請・承認手続の流れ◇
ア　委託業者が県へ再委託承認申請書（別紙様式１）を提出（再委託を行う10 日前までに申請すること。）
イ　県は、以下の視点で再委託の適否を確認
(ｱ) 「一括再委託」「契約の主たる部分の再委託」又は「相互供給（※）」に該当しないこと。
(ｲ) 再委託を行う合理的な理由及び必要性が適切に説明されていること。
(ｳ) 再委託先の業務履行能力に問題がないこと。
ａ　業務の履行に必要な人員・技術・設備等を備えていること。
ｂ　期限内に業務を完遂できること。
ｃ　業務品質及び成果が適正に保持されること。
(ｴ) 再委託先が「指名停止措置を受けている者」、「暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者」等不適切な者に該当しないこと。
(ｵ) その他、業務の適正な履行に支障をきたす恐れがないこと。

※　相互供給について
委託先が当該契約に係る企画提案者に業務の再委託を行うことは、企画提案者同士が相互に役務・物品等を供給する「相互供給」にあたり、契約手続の競争性等の観点から社会通念上不適切とされていることに鑑み、これを原則禁止する。
ａ　確認の結果、再委託が適当と判断する場合は、県が委託業者へ再委託承認書（別紙様式３）により通知
ｂ　委託業者と再委託先が再委託契約を締結
ｃ　承認を受けた内容に変更が生じるときは、委託業者が県へ再委託変更承認申請書（別紙様式２）を提出
ｄ　県は、イに示した視点で変更の適否を確認
ｅ　確認の結果、変更が適当と判断する場合は、再委託変更承認書（別紙様式４）により委託業者へ通知
ｆ　委託業者と再委託先が再委託変更契約を締結


10　その他の留意事項
⑴　自社調達等を行う場合における利益等排除
本事業において、委託対象経費の中に受託者の自社製品の調達又は関係会社からの調達分がある場合、本事業の実績額の中に受託者自身の利益等相当分が含まれることは、調達先の選定方法如何に関わらず、委託業務の実施に要した経費に相当する額を精算して支払うという経理処理の性質上ふさわしくないと考えられることから、利益等排除の方法を原則以下のとおり取り扱うこととする。
ア　利益等排除の対象となる調達先
受託者が以下の(ｱ)から(ｳ)までの関係にある会社から調達を受ける場合 (他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。)は、利益等排除の対象となる。
利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第８条で定義されている親会社、子会社、関連会社及び関係会社を用いる。
(ｱ) 受託者自身
(ｲ) 100％同一の資本に属するグループ企業
(ｳ) 受託者の関係会社
イ　利益等排除の方法
(ｱ) 受託者の自社調達の場合
原価をもって委託対象経費とする。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価をいう。
(ｲ) 100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合
取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できるときは、取引価格をもって委託対象経費とする。これによりがたいときは、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とします。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行うこととする。
(ｳ) 受託者の関係会社 (上記(ｲ)を除く)からの調達の場合
取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計額以内であると証明できるときは、取引価格をもって委託対象経費とする。これによりがたいときは、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合(以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場合は０とします。)をもって取引価格から利益相当額の排除を行うこととする。
※　「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明するため、その根拠となる資料を提出すること。
⑵　業務遂行にあたり、進捗状況や業務内容等に関する打ち合わせを定期的に実施すること。
⑶　県は、受託者に対し状況報告を求めることができる。また、必要に応じて実地及び書面による検査を実施することができる。
⑷　企画提案については、その内容の全ての実施を保証するわけではなく、受託事業者決定後、県と協議の上、委託業務を決定し実施するものとする。
⑸　仕様書に記載のない事項であっても、本委託業を遂行するにあたり当然必要となる事項については、本委託事業で履行すること。
